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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要領は、「国立研究開発法人国立環境研究所子どもの健康と環境に関する全国

調査（エコチル調査）データ共有規程」（以下「データ共有規程」という。）に基づき、

エコチル調査におけるデータ共有に関する手続き等を定めるものとする。 

 

（データ共有の担当） 

第２条 データ共有は、環境省が企画・立案、実施している大規模な国家プロジェクトであ

るエコチル調査の総括的な管理・運営を行う国立研究開発法人国立環境研究所（以下「研

究所」という。）が実施する。研究所はエコチル調査コアセンターとして、エコチル調査

の運営を担うとともに、研究実施の中心機関として調査の総括的な管理を行っている。エ

コチル調査コアセンターに設置する環境保健情報オフィス（以下「オフィス」という。）

が、データ共有に関する実務を主に担当する。 

 

（データ利用者） 

第３条 データ利用者は、国内外の学術研究機関等に所属する研究者であり、エコチル調査

データ共有にかかる審査委員会（以下｢審査委員会｣という。）での審査結果を受けて、エ

コチル調査運営委員会委員長及びエコチル調査コアセンター長が承認した者に限る。 

 

第２章 データ共有 

（申請システム使用者登録） 

第４条 エコチル調査のデータ利用を希望するもの（以下「データ利用希望者」という。）

又はデータ利用希望者に代わりデータ共有の申請に係る手続きを行う者（以下併せて「申

請システム使用者」という。）はオフィスに対し、データ共有の申請に係る手続きを行う

システム（以下「申請システム」という。）の使用者登録を申請しなければならない。 

２ オフィスは、前項の申請に基づき、申請システム使用者を申請システムに登録し、申請

者に通知する。申請システム使用者は申請システムを用いて書類の提出等の事務手続き

を行う。 

 



（事前相談） 

第５条 データ利用希望者は、申請システム使用者を通じてオフィスへデータ共有申請書

及び研究計画書の素案を提出し、オフィスと事前相談を行わなければならない。 

２ オフィスは、前項で提出されたデータ共有申請書及び研究計画書の素案に基づき、デー

タ利用希望者と共有データの内容について事前相談を行う。 

３ オフィスは、第５条第１項で提出されたデータ共有申請書及び研究計画書の素案に基

づき、データ利用希望者の所属機関の情報セキュリティレベルを確認する。 

４ オフィスは、第５条第１項で提出されたデータ共有申請書及び研究計画書の素案に基

づき、データ共有に係る費用を概算し、第５条第１項の申請システム使用者に連絡する。 

 

（データ利用申請） 

第６条 データ利用希望者は、申請システム使用者を通じてオフィスへデータ共有申請を

行う。その際、データ共有申請書、研究計画書、セキュリティチェックリスト、所属機関

による倫理審査結果、利益相反の審査結果、及び研究計画の公示項目を提出しなければな

らない。 

 

（承認、誓約等） 

第７条 オフィスは、第６条のデータ利用希望者に対して承認の可否を通知する。 

２ 前項でオフィスからデータ共有の承認を受けた研究者等（以下「データ利用者」とい

う。）は、データ共有に係る誓約書をオフィスへ提出しなければならない。 

３ オフィスは、承認した研究計画について、エコチル調査ウェブサイトに研究テーマ等の

詳細を掲載する。掲載後、調査参加者が同意撤回やデータ提供拒否の意思を示すことがで

きる期間を１か月間設ける。なお、調査参加者からの申し出によるデータ提供拒否への対

応については、子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）研究計画書（第4.1

版）の記載に従うものとする。 

 

（データ共有） 

第８条 オフィスは、第７条で提出された誓約書及び第１２条第１項に定める費用の支払

を確認した後、オフィス内に設置されたデータ共有のためのシステム（以下「データ共有

システム」という。）に当該データ利用者のアクセス権を設定する。 

２ オフィスは前項に基づきアクセス権を設定し次第、申請システム使用者に連絡する。デ

ータ利用者は、前項でオフィスがアクセス権を設定したデータ共有システム内にて、研究

計画書に基づいたデータ解析を行う。データ利用者は解析結果のみ取得でき、共有データ

をデータ共有システムから外部に持ち出すことは一切認められない（コピー、スキャン等

の禁止を含むが、これに限らない）。 

３ データ利用者は、前項でのデータ利用が終了次第、申請システム使用者を通じてデータ



利用終了確認書をオフィスへ提出する。オフィスは、データ利用終了確認書を受領後、当

該データ利用者のデータ共有システムへのアクセス権を削除することで、データ共有を

停止し、解析に使用された共有データを削除する。 

４ データ利用者がデータ共有に係る誓約書に違反した場合等、データ利用に不正が認め

られるとオフィスが判断した場合は、オフィスは、データ利用者に書面等にて通知した上

で、当該データ利用者のデータ共有システムへのアクセス権を削除することができる。 

５ データ利用者は、事前相談の中でのみデータに関する問い合わせを行うことができ、そ

れ以外の場では、オフィスは原則としてデータ利用者からのデータに関する問合せを受

け付けないこととする。 

 

（研究報告） 

第９条 データ利用者は、共有データを利用した研究に関する経過報告及び結果報告のた

め、申請システム使用者を通じて、研究実施期間中の各年度の末に研究経過報告書、また

研究実施期間終了後６か月以内に研究終了報告書をオフィスに提出しなければならない。 

２ データ利用者は、前項の経過報告において、研究期間及び研究計画の内容に変更が生じ

る場合は、申請システム使用者を通じて、データ共有変更申請書をオフィスへ提出しなけ

ればならない。 

３ データ利用者は、知的財産の創出や論文発表が発生することが見込まれる場合は、研究

期間中、期間後に関わらず、申請システム使用者を通じて、事前にオフィスに報告しなけ

ればならない。なお、研究結果の公開に当たっては、個人や集団に不利益が生じないよう、

十分に配慮を行うものとする。 

 

第３章 審査委員会の開催 

（審査） 

第１０条 オフィスは、審査委員会へ第６条により提出された書面を提出し、審査を依頼す

る。 

２ 審査委員会は、前項で提出された書面に対して、エコチル調査データ共有審査要領に従

い審査を行い、審査結果をオフィスへ報告する。 

 

第４章 調査参加者への情報公開 

（情報公開） 

第１１条 オフィスは、審査委員会で承認された研究に関する情報をエコチル調査のウェ

ブサイトにおいて１か月間公開する。 

 

第５章 費用  

（費用の請求・支払） 



第１２条 研究所は、第６条の提出書面に基づき、データ共有に係る費用を算出し、データ

利用者へ請求する。 

２ 前項で研究所から費用を請求されたデータ利用者は、別途研究所から発行される請求

書等に基づき、費用を支払わなければならない。なお、費用の納付方法は、研究所が指定

する方法とする。 

 

第６章 秘密保持 

（オフィスによる秘密保持） 

第１３条 オフィスは、データ共有を通してデータ利用希望者及びデータ利用者から知り

得た技術上その他一切の情報のうち特に秘密とする旨指定された情報を第三者に開示せ

ず、かつデータ共有以外の目的に使用しない。 

 

（データ利用希望者及びデータ利用者による秘密保持） 

第１４条 データ利用希望者及びデータ利用者は、本研究を通じて知り得た、調査参加者

への質問票の質問項目など本オフィスの技術上その他一切の情報のうち特に秘密とする

旨指定された情報について、特に定めた場合を除き、秘密を保持し第三者に開示せずか

つ本研究以外の目的に使用しない。 

 

第７章 雑則 

（データ利用者からの情報漏洩の防止） 

第１５条 オフィスは、データ利用者に対して、情報漏洩の防止に留意することを、第７条

第２項の誓約書により誓約させる。 

 

（調査参加者への理解促進） 

第１６条 オフィスは、データ共有を行う研究課題について広く情報公開を行い、調査参加

者からのデータ活用の有用性に関する理解を促進するための説明を行う。 

 

（データ共有の不履行） 

第１７条 データ利用者がデータ共有に係る誓約書に違反した場合やデータ利用に不正が

認められるとオフィスが判断した場合等、コアセンター長の判断によって、以降のデータ

共有を認めないことがある。 

 

（雑則） 

第１８条 この要領に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項は、別に定める。 

 

 



附則 

（施行期日）  

第１条 この要領は、令和6年2月29日から施行する。 


